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研究成果の概要（和文）： ドイツではPISA2000以降、就学前の子どものドイツ語能力の測定とドイツ語支援、全日制
教育の拡充等、移民の学力改善につながる政策が具体化し、近年のPISAでは移民の学力の向上が見られるが、トルコ出
身者の学力は依然として低く、学力調査等の要因分析では測ることのできない要因があることが示唆された。
　一方、スイスでも移民の言語教育に重点を置いたアクションプランが打ち出されているが、移民が多い学校への特別
の支援、教師の異文化間能力の養成を重視するなど、ドイツとは異なる側面がみられた。これらの政策はチューリッヒ
のQUIMSプログラムで具体化し、学校と行政、教育大学の連携が進んでいることがわかった。

研究成果の概要（英文）：  After PISA2000 educational policies for immigrant children have been good implem
ented in Germany.Recent PISA results show that academic achievement of immigrant students is improving but
 that of Turkish immigrant students is still low. PISA study or other studies of scholastic performance in
 Germany attribute the low results of immigrant students to the low economic and social status of the fami
ly but it cannot explain the differences between different immigrant groups.
  Like Germany the action plan of Switzerland after PISA2000 also focus on the language support for immigr
ant students. However there are different educational approaches in Switzerland, such as special support f
or the school which have large number of immigrant students, and teacher training for intercultural educat
ion. These are specially implemented in the QUIMS Program in Zurich which was supported through cooperatio
n between schools and the ministry of education and the educational university of Zurich.
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１．研究開始当初の背景 
研究代表者は、平成 20～22 年度科学研

究費補助金（基盤研究(A)志水宏吉研究代表

者）「学力向上策の比較社会学的研究―公

正と卓越性の確保の視点から―」の研究協

力者として、ドイツの学力向上政策に関す

るフィールド調査に携わってきた（森田、

石原、中山、山根 2009、2010）。ドイツ

では、いわゆる PISA ショック以降、「教

育制度の質」が問われ、教育スタンダード

の開発や全国学力調査の実施等、学力向上

政策に取り組んでいるが、OECD諸国の中

でも、親の社会経済的背景と学力格差の相

関が強く、移民を多く含む低学力層の底上

げのためのプログラムが具体化しているこ

とがわかった。移民の教育について研究代

表者は、萌芽研究（H16～H17「外国人児

童・生徒の学習を支援する市民団体と学校

のネットワーク形成に関する日独比較」）に

おいて、外国人児童生徒を支える地域や市

民団体の活動を調査し、PISA ショック以

前からも様々な取り組みが実践されている

ことを明らかにしてきた（中山 2008）。ド

イツでは、70年代からドイツ語の促進授業

や準備学級、母語補完授業等も取り組まれ、

80 年代にはマジョリティとマイノリティ

の共生を目指す「異文化間教育」が提唱さ

れ、各州文部大臣会議により「学校におけ

る異文化間教育」（1996）が勧告されたが、

移民の教育がドイツの教育政策の重点的課

題になることはなかった。以上のことを考

慮すると、PISA は学力という観点から移

民の教育を見直す大きな契機となり、ドイ

ツの教育改革のなかでようやく移民の学力

改善が重要課題として注目され、取り組ま

れるようになったと言うことができる。 

しかしながら、2000年と 2006年のPISA

調査の結果を比較しても、ドイツ全体で読

解（21位→14位）や数学（20位→14位）、

科学リテラシー（20位→8位）の向上が見

られるものの、移民生徒の成績は移民の背

景のない生徒より低く、特に科学リテラシ

ーにおいては、2006 年の場合は一世では

79 点、二世では 95 点も低い。一世より二

世の方が低いという結果は 2000 年から変

わらないドイツの特徴である。OECDは移

民を受け入れている諸国を、アメリカやカ

ナダ等の伝統的移民国、フランスやイギリ

ス等の旧宗主国、そして戦後に移民が増え

たドイツやオーストリア等の中欧労働移民

国、スウェーデンやノルウェイなど北欧労

働移民国の 4 つに分類しているが、特に中

欧労働移民国において移民の成績が著しく

低い。一般に一世より二世の学力が高い傾

向にあるのとは対照的に、ドイツやオース

トリアでは一世より二世の点数が低く、両

国はともにドイツ語圏であること、中等教

育が大学進学につながるギムナジウムと職

業教育に重点をおいた学校に分岐している

ことなど類似点が多い。一方、同じ中欧労

働移民国であるスイスでも戦後、労働者と

難民を受け入れており、移民の成績は低い

が、2006年の PISAの科学リテラシーにお

いて、移民二世は移民の背景のない生徒よ

り 72点低いものの、一世よりも 25点以上

高い。ドイツやオーストリアと同様に中等

教育が分岐しているにも関わらず、スイス

では移民二世の学力が一世より高いだけで

はなく、スイス全体の PISA の成績も比較

的良好である（2006年度は、数学 4位、読

解と科学 11位）。PISAに参加した移民を

背景にもつ生徒の割合はドイツやオースト

リアのどちらにおいても約 20％であるの

に対し、スイスでは 40％と高く、移民の比

率が高いほど PISA の成績が低いという仮

説は成り立たない。スイスにおいても、移

民は社会経済的背景や言語において不利な

立場にあるにもかかわらず、ドイツやオー

ストリアとは異なる結果を出しているのは

なぜなのだろうか。その背景には、移民の



比率や分岐型学校制度の是非をめぐる論争

では捉えられない要因があると考える。 

そこで、同じ中欧労働移民国であり、分

岐型学校制度をもつドイツとスイスにおけ

る移民の学力に着目し、一世より二世の学

力が低いドイツと、二世の学力のほうが高

いスイスの学力向上政策と具体的な実践状

況を比較検証することで、両者の相違を生

み出す要因を探り、移民の教育と学力の関

係の一端を明らかにできると考えた。 

 
２． 研究の目的 

PISA において移民一世と二世の結果が対

照的なドイツとスイスに着目して、両国の学

力向上政策と移民の教育支援について比較

検討するとともに、その背後にある移民の受

け入れや教育の理念を分析しながら、具体的

な実践状況を検証する。また、両者の相違を

生み出す要因を探り、学力向上政策と移民の

教育の関連の一端を明らかにすることを目

的にする。本研究の具体的目標は次の３点で

ある。 

① ドイツとスイスの移民の受け入れや教育

システムの違いを明らかにする。 

スイスにおける移民生徒の受け入れ状況

や教育プログラム、支援システムを明らかに

し、今までのドイツの研究成果と比較分析す

るとともに、その背後にある、移民の受け入

れと教育理念の相違を明らかにする。 

② 学力改善のための教育政策や教育プログ

ラムの実証的研究 

ドイツとスイスの移民を含む低学力層の

学力改善に向けた取り組みの実情を実証的

に明らかにし、比較分析する。 

①②の調査結果を踏まえ、学力改善政策や

実践を支える教育理念の相違を抽出し、それ

が移民の教育に与える影響を分析する。 
 
３．研究の方法 
（１）スイスとドイツの PISA等の学力調

査の分析や移民の教育政策等について文献

調査を行うとともに、（２）海外調査を実施

し、両国の教育政策担当者や、学力調査担当

部局、教育研究所を訪問し、情報収集とイン

タビュー調査を行う。さらに、両国において

特色ある州の学校現場を訪問し、学力向上政

策や移民の教育改善がどのように実践され

ているか検証する。（１）（２）を通して、ス

イスとドイツの学力向上政策と移民の教育

の相互関係を明らかにしながら、両国の並置

比較により、両国の共通点、相違点を探り、

各国の特色を抽出し、なぜそのような特色が

現れてくるのか、その背景や要因の分析を行

う。 
 
４． 研究成果 

2001年にドイツの KMK（各州文部大臣会

議）が提唱した、7 つの優先課題（sieben 

Handlungsfelder）のなかで、移民の教育に

関わる重要課題としては「就学前段階からの

言語能力の改善政策」と「教育の不足や、才

能のある生徒のための教育や支援の拡大を

目指した学校および学校外での全日制教育

への拡充に関する措置」が挙げられるが、前

者に関しては 2012年現在、16州中 14州で

就学前の子どものドイツ語能力の測定が行

われ、12州で支援プログラムが実施されてお

り、広範囲で具体的な措置が進んでいること

がわかった。また後者においても、全日制教

育を提供する学校は2002年には4951であっ

たが、2012 年現在、14474 校の約 3 倍に上

り、学校全体の 51％に及んでいる。これらの

ことからKMKの移民に関する学力改善の政

策が 10 年かけて具体化している様子がわか

った。 

このように、ドイツの PISA以降の教育政

策の中でも、学力格差の是正が重視され、今

まで教育課題の主流になることはなかった

移民が低学力層として､支援の対象として顧

慮されるようになったとことは、移民の教育

を考える上で重要である。その成果は PISA

調査の結果にも影響を与えている。



PISA2009の結果をみれば、現行のさまざま

な政策や実践がある程度効果があったこと

は頷ける。特に、移民を背景としない生徒と

一世の間における読解コンピテンシーの差

が減少したことは、2000 年以降に力点が置

かれているドイツ語促進のための様々な措

置の成果として捉えることもできよう。 

しかしながら、移民の生徒の教育改善につ

いては、今後の動向をさらに見極める必要が

ある。というのも、トルコ出身の移民とそれ

以外の移民の学力格差については、まだ十分

な分析や措置が取られているとは言い難い

からである。移民を背景としてない生徒と旧

ソ連やポーランド出身の移民との学力差は、

親の社会的・経済的階層や教育水準に帰する

ことができるのに対し、トルコ出身の移民に

おいてはそれらを顧慮しても依然として開

きがあるからである。PISA2009の動機に関

する調査においては、トルコ出身の移民の親

も教育に対して高い期待を寄せており、低学

力の要因にはならない。トルコ出身の移民の

低学力に関しては、学力調査等の要因分析や

診断では図ることのできない要因があるか

もしれず、数値的分析に基づく学力調査の診

断の限界があるのではないだろうか。 

それゆえ、トルコ出身の移民の低学力に関

しては、様々な要因を調査研究していく必要

性がある。例えば、トルコ出身の移民に対す

るドイツ社会の受け入れ方や低い評価が関

係しているとも考えられる。社会心理学にお

いては、社会的ステレオタイプが人に与える

影響が強いことが繰り返し示されており、ト

ルコ出身の移民に対する否定的なステレオ

タイプが、トルコ出身の生徒に影響をあたえ

ているとしてもおかしくはない。実際、移民

の「統合」については、ドイツでは外国人労

働者を受け入れてから半世紀をたっても論

争が絶えず、トルコ出身の移民の統合の難し

さという言説が注目されることも多々ある。

こうした社会的に議論され、意図的、無意図

的に作りだされるトルコ出身の移民に対す

るステレオタイプと学力の関係についても、

今後の研究がさらに必要になるだろう。そこ

に相関性があるのであれば、ドイツ語の促進

や宿題の手助けだけではなく、ステレオタイ

プを克服するための教育的支援や、さらには

受け入れ側としての移民を背景にもたない

生徒も対象にし、ステレオタイプについて自

覚を促し、解消するための教育の重要性が増

すことであろう。 

スイスでも PISA2000以降、アクションプ

ランが打ち出され、教育の機会均等を目指し

た学力向上政策が行われていく。移民の学力

向上に関しては、アクションプランのなかで

「不利な学習条件の生徒の言語促進」が提唱

され、言語教育に重点を置いている点でドイ

ツと共通した政策が見られる。 

一方、「生徒の半数が不利な学習条件のク

ラスは総合的な措置により支援される」「教

師においては、生徒の多様性（様々な学習条

件、社会的階層、男女差等）に向き合うこと

が奨励され、教師の異文化間能力が教員養成

や継続教育において向上されなければなら

ない」とあり、移民が多くいる学校への特別

の支援、教師の異文化間能力の養成を重視す

るなど、ドイツとは異なる視点がみられる。 

この二つの点については、スイスの中でも

移民の多いチューリッヒにおいて行われて

いる移民支援のプログラム QUIMS (Qualität 

in multikulturellen Schulen：多文化学校に

おける教育の質）で具体化されていることが

わかった。そこで本調査ではチューリッヒに

焦点を合わせ、QUIMS を行っている学校訪問

およびチューリッヒ文部科学省での聞き取

り調査を行った。 

QUIMS は、移民の子どもが 40％以上の学校

において実施されるプログラムで、①言語の

促進（リテラシー）、②学校の成績の向上、

③統合（integration）の促進の 3つの重点課

題があり、学校の状況によりどの課題に重点



を置くか選べるようになっている。また、

QUIMS は、チューリッヒ文部科学省の初等教

育部門にある異文化間教育部の管轄であり、

その担当者によると、QUIMS プログラムは、

①行政と学校とチューリッヒ教育大学等の

専門家との連携において実施されており、②

QUIMS を行う学校はチューリッヒ州からの財

政支援を受けると同時に、③学校の QUIMS 担

当者は、チューリッヒ教育大学での研修を受

け、学校での実施においても専門的な助言を

受けることができる。また、④異文化間教育

や多様性に関する教員養成や教師教育のプ

ログラムがチューリッヒ教育大学を中心に

展開していることがわかった。 

さらに、QUIMS を実践している学校におい

ては、QUIMS 担当教員と他の教員、校長との

話し合いと連携により、QUIMS プログラムが

具体化している様子がうかがわれた。チュー

リッヒを見る限り、政策に沿ったプログラム

の開発と，材（予算と人材）の投入、また研

修を通した教職員の啓蒙と人材の育成が上

手く機能したと言えるだろう。 

QUIMS担当教員

QUIMSチーム

学校全体

校長

チューリッヒ
教育大学

チューリッヒ州

財政支援

QUIMSチーム
担当者の集まり

文科省QUIMS担当部局

研修･助言

コーディネート

助言

 チューリッヒ州 QUIMSプログラムの連携 

 

これらの教育政策と実践にどれだけの効

果があったかを判断するのは難しいが、少な

くとも PISA2000 の読解においてリスクグル

ープに分類されたチューリッヒの生徒は

24％であったのに対し、PISA2006 では 18％

に減少している。ただし、QUIMS プログラム

と移民の成績向上についての実証的なデー

ターはまだなく、今後の課題である。 

移民の学力が低いドイツでも、学力向上の

ための教育施策を掲げ、そのための予算を増

やしており、ドイツ語能力の促進や授業外で

の宿題の手伝い等、スイスと同様の支援を行

い、移民の学力も向上しているが、スイスほ

どの成果をあげてはいない。もちろん両者は

人口の多さにも大きな違いがあり、移民政策

や移民の構成も異なるが、スイス、特にチュ

ーリッヒの事例からドイツや日本の教育に

示唆される点は、QUIMS にみられるように教

育の機会均等を学校全体の取り組みとして

位置づけ、学校内外の教員研修に力をいれて

いる点、及び HSK（出身国の言語教育）を

重視し、「異文化間教育」を教員養成や研修

に位置づけ、「宗教と文化」などの教科を導

入する等、移民の言語的･文化的背景を顧慮

している点だと思われる。こうした顧慮は

「異文化間コーディネター」や、「移民と統

合フォーラム」により、移民への情報提供や

移民との合意形成に力をいれていることか

らもうかがわれる。ドイツでは移民の低学力

の問題の主な要因は社会階層との相関に帰

され、移民の言語的･文化的背景への顧慮は

学力向上政策にはほとんど反映されていな

い。それは「多文化的アプローチは失敗した」

というメルケル首相の言葉にも象徴される

だろう。もちろん、ドイツにおいても出身国

の言語や文化を教える授業や「異文化間教

育」は行われているが、それが学力向上政策

と結びついていない点で、スイスとの違いが

あると言えるだろう。 
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